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 県民生活を守りたいと語る小倉正行さん。 

 

 

 

 

 

 

【１面】 

小倉さん“いのちと暮らし優先の県政

へ転換”   

千葉県知事選挙 明るい会から小倉正行

さん立候補を表明 
  

県営水道の値上げ見送りを  

1 月 31 日に「明るい会」が記者会見 

   

 ３月 16日、投票で行われる千葉県知事選挙に千葉労

連が参加する「憲法がいきる明るい千葉県をつくる会」

（略称・明るい会）から小倉正行（おぐらまさゆき）

さんが立候補を表明しました。１月 31日、千葉県庁で

「明るい会」の記者会見を開き、県営水道値上げ見送

りなどを訴え〝県民の命と中小企業の経営をないがし

ろにする県政を変える〟決意を語りました。会見では

「明るい会」事務局長の寺田議長が「県政刷新をはか

り、一人も取り残さない、持続可能な県政をめざす」

と、語りました。 
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《小倉正行さんの略歴》 

１９５２年､神奈川県鎌倉市生まれ。 

１９７６年､京都大学法学部卒業。 

日本生協連を経て特別国家公務員として衆議院公設秘書。 

１９９４年 国会議員政策秘書就任 

（２０１８年まで） 

現在まで月刊誌「食べもの通信」 

編集世話人兼顧問。 

食ジャーナリストとして活躍中。 

流山市在住。 

 ３つの重点項目を公約に県民の命と暮らしを守る 

 1 月 31日、千葉県庁で会見した小倉正行氏は、熊谷県政の問題点を指摘し①水道料金値上げ②農業政

策の転換③マンション防災の３点を焦点に県政の転換を図っていきたいと、意気込みを語りました。 

県民は米や野菜価格の高騰で苦しんでいます。しかし、千葉県は、生活や営業の基盤である県営水道の

20％値上げを表明しました。本来は県民の生活の防波堤になるべきです。農業生産額全国４位の千葉県

の食料自給率は 24％で全国下位８位です。農業を生産者と消費者双方の立場に立った政策の転換が必要

です。また、防災では直下型地震が起きた時に、危惧されるのが中高層マンションです。災害基本法で

は、発災時はマンションに留まり、マンションごとに策定する防災計画に従うことになっているにも関

わらず、県の災害対策には抜け落ちています。 

 自民党一体の県政を県民に取り戻す 

 熊谷県政の４年間は、自民党政治と一体で県民に自己責任論を押し付け、効率至上主義で「行政改革」

を推し進め、医療、福祉、教育など県民生活を切り捨ててきました。「明るい会」は、全力を挙げ小倉候

補者を知事に押上げます。 

 

  【明るい会の８つの基本政策】 

 

 ① 災害から命を守る安心・安全の千葉県 

 ② 高齢者、障害者、子育て世代を全力で支える千葉県 

 ③ 子どもたち、若者の未来を拓く千葉県  

 ④ 中小企業・地場産業応援し、雇用が安定した千葉県 

 ⑤ 環境を守り、持続可能な千葉県 

 ⑥ ジェンダー平等、誰もが、自分らしく生きられる千葉県 

 ⑦ 千葉県農業を強化発展させ、食の安全安心の千葉県 

 ⑧ 憲法を生かし、平和で県民が「主人公」の千葉県 
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バスハイクでパチリ 

地域労連の活動 

  野田地区労連の今（シリーズ④） 
 １９２７年９月から翌年の４月の２１６日間の

野田醤油労働争議で有名な地域です。戦後には労働

組合運動が活発化され、労働条件改善や政治闘争が

あり、１９８９年に総評が解散され、野田地区労連

が発足しました。 

 現在、野田地区労連は９単組千人を超える組合員

で組織しています。主な運動は、千葉労連の方針を

受け、野田地域の労働者や市民と共同し組合員の拡

大、様々な要求の取りまとめや解決のための方法の

検討や行動の実施を行っています。 

 毎年７月、平和行進を旧関宿地区や野田市内で民

主団体や労働組合が行い、広報にも掲載し、毎年約

１００人の参加があります。 

 最近は、県内で野田市だけが行う土曜授業の廃止

の議会請願を行い文教常任委員会まで賛成を勝ち取り、３月の議会にも請願します。 

 また、公契約条例を日本で初めて２００９年に公布され、今も改善を求め、野田市審議

会で協議をし、更なる前進を目指します。 

 しかし、時代は自己中心的になり、みんなでたたかうことをけむたがる風潮があります。

ＳＮＳやＡＩの影響で、行動の変化は仕方ないですが、知を力に、たたかいを武器に、前

に進もうを合言葉に団結して野田地域を盛り上げていきます。 
 

 埼玉県八潮市の道路陥没

事故は、自治体の担う業務

が生活と密接につながって

おり、平穏な日々のくらし

を支える自治体業務の重要性を改めて認識し、

人件費のみに財政健全化の矛先を向けるやり

方に疑問を感じた▼これからの自治体首長選

挙では、どういう立ち位置で地方自治に取り組

む候補者かをきちんと見極める必要がある。仮

に下水道の老朽化をチェック、取り替えるつい

でに半地下の高規格道路を整備してしまうな

どという行政は、税金の使い方に問題がありす

ぎる▼千葉県知事選挙と千葉市長選挙は、同一

投票日である。日本国憲法が保障する住民一人一人の基本的人権を大切にした地方自治

の実現に踏み出す一歩としたい。 
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  これからの地域労連について考える 

 

【２面】 

地域労連に結集し要求実現を目指す 

 １・２６ 地域運動学習交流会  

 

 千葉労連は１月 26日、自治体福祉センターで地域運動学習

交流会を開催し、オンライン参加を含めて５地域５単産、全

体で 20人が参加しました。 

 学習交流会では、全労連の斎藤辰巳常任幹事が「地域から

最賃運動の前進を」と題して①地域労連の意義と役割は何か

②なぜ地域で活動するのが大事なのか③具体的な日常活動と

してどういったことをやっていくのか④最賃をめぐる情勢と

全国一律最賃制の実現に向けて運動をどう広げるかについて、

全国の教訓を踏まえて講演しました。 

 斎藤氏は、地域労連に結集する意義について「職場内や企

業内の交渉だけでは実現が難しい課題がある。そのような時

に産別・職場が地域組織に課題を持ちこむことにより運動の

前進と共感、広がりを作り出すことが出来る」と話しました。 

 そして、地域労連の役割は何か、を考えると①要求実現を目指す恒常的な地域共闘として、地域で共

通した要求課題をまとめ上げて自治体要請などの共同行動に移し発展させること②商工業者や農漁民な

ど、諸階層の共同行動を追求すること③地域のたたかいを地方組織・全労連や産別組織に反映させなが

ら、何としてでも全国闘争に広げることが大事であると話しました。 

 斎藤氏は最後に「組合員も組合役員も仕事でしんどい思いをしている。労働組合で更にしんどいこと

は出来るなら避けたいと思うのが人情。愚痴をこぼすことができ、参加して楽しい行事をいかにつくる

かが重要」と話しました。 

 講演後は矢澤純千葉労連事務局長から地域労連の現状の問題意識や、春の地域総行動の要綱が提起さ

れ、参加者全体で意見交換をしました。 

 意見交換の場では「地域労連は様々な職種の情報を知れる場であり、非常に重要」「単組から人を出し

てもらえるように引き続きお願いしたい」「地域労連からの情報発信を今まで以上にしていただき、積極

的に声をかけてほしい」などの意見が出され、千葉労連全体で地域労連の運動を引き続き支援していこ

うと、意思統一がされました。 

 

入っていて良かった全労連共済 

 ２/１６・１７ 全国共済交流集会 
 ２月 16日と 17日、湯河原で第 14回共済拡大全国交流集会が開かれ、のべ 86人が参加し、全国交流
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    分科会での議論の様子 

集会は大いに盛り上がりました。 

 冒頭に全労連共済理事長の秋山氏から「共済の

出番は常にある。災害後のフォローが共済拡大の

ポイントで、職場での共済の給付をもっと広めて

いこう。春の拡大月間に取り組み、職場での広大

な数の加入対象者に声掛けをすれば、共済の前進

が必ず見込まれる。やって損はない拡大だ。火災

共済はかなりお得な共済で、加入のためには準備

が大切なので、ポイントをしぼり説明をし、加入

後のフォローと情報提供をするスタイルが理想だ」

と話しました。 

 そして、職場の情報が満載の機関紙なども活用

していきたい。①考える力をつけ②創意工夫をし

それぞれの拡大のためのスタイルを身につける③物価が高騰してする中、国民生活と命が脅かされ、

年金も引き下げられる状況で、共済が家計の助けに少しでもなればよいと、話しました。 

 全労連共済事務局長の佐久間氏から２０２５年４月からの制度改定や今期の春の拡大月間の取組につ

いてのお話がありました。 

 次に、各組織からの報告がありました。「共済をまず知ってもらい、会議などで共済を説明している」

などの報告がありました。 

 続いて、分散会で 10班に分かれ、各組織の取組について活発な議論が行われました。組合員にとって

有意義な情報の提供のため、初めての参加の人にも共済加入のイメージが分かりやすいようにしよう

などの提案がされました。 

 総括として共済部会長の三木氏は「『入っていればよかったから、入っていてよかった全労連共済』を

目指し、組合員の家族構成にも目配り気配りを忘れずに共済拡大に取り組もう」とまとめました。 

 今年も共済の加入促進に向け、「団結ガンバロウ」で会は散会しました。 

 

       労働相談一ヶ月 

    ～給与振込口座開設は強制できない～ 

 

Ｑ 近所の飲食店でアルバイトをしています。店長から給与振込のため会社の取引銀行の口座を作

るように言われました。自分が持っている銀行口座があるので、その口座に振り込んで欲しいと

希望しましたが、会社指定の銀行でないから駄目だといわれました。いつまで働けるのかわから

ない中で、新たに別の口座を作りたくないのですが。 

Ａ この相談は、会社が給与支払いの原則を知らないことから起きていると言えます。 

 まず、給与支払いの「５原則」として①通貨払い②直接払い③全額払い④毎月払い⑤一定期日払

いが労働基準法に定められている原則です。振り込みは、例外として、労働者が同意した場合に

認められているものです。 

 したがって、給与の振り込みは、給与の支払い者が、労働者に理解を得るために十分に説明し、

同意のもとに実施できる制度です。この原則を踏まえて相談内容を検討すると、会社の一方的指

示を強制するということは不適切な対応といえます。 

 なお、振込の合意が成立しない場合は、法の定めのとおり、給料日に給与支払い明細書と現金が

直接支払われることになります。  

 仮に、６カ月契約の場合、振込の合意がないことを理由に、契約期間の途中で解雇等をすること

は不当であり、合理的理由とはなりません。 
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 そのため多くの会社では、複数の金融機関を指定したり、労働者がすでに利用している銀行口座

を振込先としている会社が多くあります。この相談は、単に経営者が法の定めを理解していない

ことから生じましたが、その背景に、労働関係法令や労働者の権利を軽視する社会的風潮を強く

感じさせます。【戸村】 


